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第２ 章　 危機管理体制の充実

　 健康危機と は、 医薬品、 食中毒、 感染症、 飲料水その他何ら かの原因により 生じ る国民の

生命、 健康を 脅かす事態を いいます。 こ う し た事態に対し て、 平常時から 健康被害の発生予

防に努めると と も に、健康被害の発生時には速やかに原因究明、拡大防止、被害回復を 図る「 健

康危機管理」 の対策が重要と なっ ています。 また、 熱中症の増加など、 地球温暖化による新

たな健康課題が生じ てき ています。

第１ 節　 感染症対策

１ 　 新興感染症対策

【 現状と 課題】

　 新興感染症（ 感染症法注１ で規定する 新型イ ン フ ルエン ザ等感染症、 指定感染症及び新感

染症） は、 ほと んどの人が病原体に対する免疫を 獲得し ていません。 健康被害を 最小限にと

どめるためには、 地域における限ら れた医療資源を 効果的・ 効率的に活用する体制を あら か

じ め整備し ておく 必要があり ます。

　 平成25年４ 月に施行さ れた「 新型イ ンフ ルエンザ等対策特別措置法」（ 以下「 特措法」 と

いう 。） に基づき、東京都では、平成25年11月「 東京都新型イ ンフ ルエンザ等対策行動計画」

（ 平成30年７ 月一部変更） を 策定し 、 東京都の新型イ ンフ ルエンザ等対策の基本方針等を 定

めると と も に、 地域の保健医療体制確保に向け「 新型イ ンフ ルエンザ等保健医療体制ガイ ド

ラ イ ン」（ 以下「 東京都ガイ ド ラ イ ン」 と いう 。 最終改定令和５ 年３ 月） に具体的な取組内

容を 取り まと めまし た。

　 東京都は、 平成30年3月「 新型イ ンフ ルエンザ等に関する地域医療確保計画（ 全体計画）」

の中で、地域の実情に応じ た新型イ ンフ ルエンザ等に対する医療体制の整備を 推進するため、

感染症指定医療機関の所在地を 基準と する地域（ ブロッ ク ） を 設定し 、 ブロッ ク ごと に、 関

係機関で構成する感染症地域医療体制ブロッ ク 協議会を 設けています。 島し ょ 圏域は、 平成

28年度に「 島し ょ 保健医療圏感染症地域医療確保計画」（ 以下「 確保計画」 と いう 。） を 策定、

平成30年度に町村・ 医療機関・ 関係機関・ 保健所による「 感染症地域医療体制島し ょ ブロッ

ク 協議会」（ 以下「 感染症ブロッ ク 協議会」 と いう 。） を 設置し 、 保健医療体制整備や訓練等

に関する協議を進めています。

　 島し ょ 圏域の感染症指定医療機関は、 町立八丈病院１ 施設です。 海外発生期から 東京都内

発生早期に新興感染症と 診断さ れたも し く は疑いのある患者は、 感染症指定医療機関に入院

するこ と になり ますが、 搬送方法が課題と なっ ています。

　 令和元年に発生し た新型コ ロナウイ ルス感染症は、令和２ 年２ 月に指定感染症に指定さ れ、

令和３ 年２ 月に新型イ ンフ ルエンザ等感染症に位置づけら れ、 令和５ 年５ 月に五類感染症に

移行するまで、 特措法に基づく 対策がと ら れまし た。

注１ 　 感染症法： 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律。
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　 新型コ ロナウイ ルス感染症への対応では、 島し ょ 部では国や都の方針に従い各種の対応を

着実に行い、 立地条件に加え島民、 町村や医療機関、 関係機関、 保健所の役割分担に応じ た

取組と 連携により 、全都の平均より も 感染率は低く 、ワク チンについては高い接種率でし た。

し かし 、 検査・ 医療体制、 患者の移送、 福祉施設等のク ラ スタ ー対策、 旅行者等の療養場所

の確保、 療養者の生活支援等様々な課題があり 、 都の支援の仕組み等が利用でき ず流行期に

おいては島内の医療・ 社会資源や人的資源だけでは対応が厳し い場面も あり まし た。

　 令和４ 年12月に感染症法が改正、 令和5年5月には国の「 感染症の予防の総合的な推進を

図るための基本的な指針」 が改正さ れ、 都道府県が策定する「 感染症の予防のための施策の

実施に関する計画」 の記載事項の充実を 図ると と も に数値目標の設定を行う など、 感染症対

策の一層の充実を 図るこ と と なり まし た。 都においても 、 その趣旨を 踏まえ、 令和６ 年３ 月

「 東京都感染症予防計画」（ 以下「 予防計画」 と いう 。） を 改定し まし た。

　 また、 令和５ 年３ 月に地域保健法に基づく 「 地域保健対策の推進に関する基本的な指針」

が改定さ れ、 保健所は「 健康危機対処計画」 を 策定し 、 感染症法や特措法も 踏まえ健康危機

に適切に対処するこ と と さ れ、 島し ょ 保健所では令和６ 年３ 月に「 島し ょ 保健所健康危機対

処計画（ 感染症編）」（ 以下「 対処計画」 と いう 。） を 作成し まし た。 あわせて、新たに「 島し ょ

保健所健康危機管理対策協議会」（ 以下「 健康危機管理対策協議会」 と いう 。） の設置準備を

進めています。

　 今後は、 特措法や東京都ガイ ド ラ イ ン、 予防計画等と の整合性を 図ると と も に、 新型コ ロ

ナウイ ルス感染症の対応の経験を活かし て、 当圏域の医療資源や医療連携体制等を 踏まえた

総合的な対策が求めら れます。 　

【 施策展開の基本方針】

○ 　 特措法や東京都ガイ ド ラ イ ンと の整合性を 図る と と も に、 確保計画に基づき 、 感染症

ブロ ッ ク 協議会及び健康危機管理対策協議会において課題や具体的な計画の検討等を 着

実に実施し ていき ます。

○ 　 感染症ブロッ ク 協議会及び健康危機管理対策協議会の開催や、 関係機関等と の対応訓

練等により 、 平常時から の連携や人材育成に努め、 確保計画や対処計画の実効性を 高め

ていき ます。

○ 　 健康危機の発生時に、 速やかに連携が図ら れるよ う 、 平常時から 関係機関と の連携体

制について共有し ていき ます。

○ 　 関係機関は、 新興感染症の発生時に使用するマニュ アル等を 整備すると と も に、 定期

的な訓練を 実施し て、 各島の事情に配慮し た体制づく り を行います。

【 今後の取組】

１ 　 健康危機管理に関わる関係機関と の連携体制の強化

２ 　 医療資器材の備蓄及び平常時から の感染症対策研修や実践型訓練の実施

３ 　 島し ょ 圏域の新興感染症医療体制の充実
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【 指標】

指標名 現 状 目標値

新興感染症対策研修・ 訓練 年1回以上実施 維持

〈 関係機関等の取組〉

町 村

・ 島民へ適切な情報提供をし ます。

・ 島民に対するワク チンの接種方法を 検討し 、 発生時には接種を 行います。

・  新興感染症について理解し 、 発生時には保健所と 協力し て、 要援護者への支

援等の対策を 的確に実施し ます。

医療機関

事業者等

・  医療機関は診療継続計画（ BCP） に基づき、 発生状況に応じ て新興感染症患

者への医療を 提供するよう 努めます。

・  指定（ 地方） 公共機関、 登録業者は特措法に基づき 、 新興感染症対策を 実施

し ます。

島 民 ・  行政等から の情報を 把握し 、 適切に行動し ます。

東京都
・  感染症の発生予防・ まん延防止や医療提供体制の確保等について定めた予防

計画に基づき 、 感染症の脅威から 島し ょ 地域の都民を 守る施策を推進し ます。

保健所

・  特措法及び感染症法に基づく 各種措置を 実施し 、 地域医療の確保やまん延防

止策を 実施し ます。

・  東京都健康安全研究セン タ ーを 技術的拠点と し て、 特措法や東京都ガイ ド ラ

イ ン、 対処計画に基づいた感染対策を実施し ます。

・  町村･関係機関と 連携し て新興感染症の訓練及び事前準備を行い 、 発生時に適

切に対処し ます。
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２ 　 感染症・ 結核・ エイ ズ対策

【 現状と 課題】

　 島し ょ 圏域における感染症法に基づく 届出は、年毎に差はあり ますが、結核（ 二類感染症）

やつつが虫病注１
（ 四類感染症） が年間10件前後です。

　 集団感染事例では、 感染性胃腸炎や季節性イ ンフ ルエンザなど、 ほぼ毎年、 学校や福祉施

設を 中心に発生が報告さ れています。 その他に水痘や流行性耳下腺炎と いっ た、 ワク チンに

よっ て予防可能な感染症の発生も 認めら れています。 感染症の流行監視は、 国や都による感

染症発生動向調査（ 大島医療センタ ー、 町立八丈病院、 小笠原診療所） に加え、 島し ょ 保健

所と し て独自の感染症地域サーベイ ラ ンス注２ を行っ ています。

　 感染症指定医療機関は、 町立八丈病院１ 施設（ 感染症病床２ 床） で、 八丈町以外で入院勧

告を 要する感染症が発生し た場合は、 本土の医療機関へ患者を搬送し 、 入院治療を するこ と

になり ます。 そのため、 渡航（ 搬送） 方法の確保と 調整、 入院及び退院時の病院間の連絡調

整などさ ら なる体制整備が必要です。

　 島し ょ 圏域特有の事情と し て、 事故等の緊急時に、 未検疫の船舶・ 航空機が検疫港・ 検疫

飛行場以外に入っ た場合、 保健所が検疫注３
対応を 行っ ており 、 検疫感染症事案が発生し た

際には、 東京検疫所と 連携を図り ながら 対応し ていく こ と が重要です。

　 東京都は、 予防計画において、 新たな感染症や既知の感染症の発生・ まん延に備えて必要

な対策を 定めています。

　 島し ょ 圏域は、 住民に加え、 観光客や仕事で来島する者も 多く 、 より 個々の状況を踏まえ

た対応を 迫ら れるこ と があり ます。 予防計画に基づき、 状況に合わせた感染症対策を 推進す

る必要があり ます。

（ １ ） 結核対策

　 令和３ 年に国内の新規結核患者が人口10万人あたり 10人を 切り 、 結核低蔓延国と なり ま

し たが、 引き 続き 結核感染の減少と 根絶に向けた対策が求めら れています。

　 島し ょ 圏域の結核発生は都内に比べて少ないですが、 平成30年に改訂さ れた「 東京都結

核予防推進プラ ン2018」 に沿っ て、 患者の早期発見と 登録者の治療終了に向けた支援を 進

めています。

（ ２ ） エイ ズ等性感染症

　 エイ ズ等性感染症については、 HIV感染者は20代から 30代、 エイ ズ患者は30代から 40代

が多く 、また、近年、梅毒患者報告数が増加し ている現状があり ます。 島し ょ 圏域においては、

管内医療機関から HIVの届出はなく 、各出張所で実施し ている抗体検査の受検者は少数です。

注１ 　 つつが虫病： 伊豆諸島では、 ツツガムシ病が風土病と なっ ており 、「 七島熱」 と 呼ばれている。

注２ 　 感染症地域サーベイ ラ ンス： 見張り 、 監視制度と いう 意味。 疾患に関し て様々な情報を収集し て、 状況を

監視するこ と を意味する。

注３ 　 検疫： 検疫法22・ 23条に基づいて、 保健所が行う 措置
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し かし 、 島外と の交流も 活発なため、 性感染症のリ スク は無視でき ず、 普及啓発も 重要です。

（ ３ ） 定期予防接種

　 定期予防接種は、 多く の疾病の流行防止に成果を 上げ、 感染症対策の重要な役割を果たし

てき まし た。 予防接種の種類や回数など多様化する中、 島民に対する正し い知識や情報の普

及が重要です。 また、 各町村は予約システムを導入するなど接種し やすい環境を整え、 接種

率の向上に努めています。

【 施策展開の基本方針】

○　 社会福祉施設等における感染症予防の自主管理体制を推進し ます。

○　 感染症発生時における防疫及び搬送体制を 充実し ます。

○　 定期予防接種の接種率向上のための取組を 推進し ます。

○　 登録結核患者注４ の治療終了を 支援し ます。

【 今後の取組】

１ 　 島民や関係機関への感染症に関する情報提供の充実

２ 　 感染症発生予防と 拡大防止のための支援の実施

３ 　 定期予防接種の適正かつ効率的な実施

４ 　 患者の背景に応じ たDOTS注５ の推進

注４ 　 登録結核患者： 結核のために保健所に登録さ れている人

注５ 　 DOTS： 結核患者が処方さ れた治療を完遂するために、服薬の確実な実施を主治医や保健所が確認するこ と 。

Directly Observed Treatment of Short courseの略で、 読み方はド ッ ツ（ DOTS）
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〈 関係機関等の取組〉

町 村

・  平常時から 島民に対し て感染症に関する情報提供、 普及啓発を 行います。

・  予防接種法に基づく 定期予防接種を 、 接種し やすい環境を 整え、 適正かつ効

率的に実施し ます。

・  感染症発生時は、 保健所と 協力し 、 役割分担に応じ て、 防疫活動、 保健活動

を 迅速に実施し ます。

医療機関

事業者等

・  病院・ 診療所・ 福祉施設等において、 感染症の発生予防や拡大防止のために

必要な措置を 講じ ます。

・  施設等の管理者は、 東京都が実施する感染症対策事業に協力し ます。

島 民

・  感染症に関する正し い情報の収集、 理解に努めます。

・  感染症の予防、 拡大防止に努めます。

・  A類疾病注６ に係る定期予防接種を 受けるよう に努めます。

保健所

・  平常時から 島民へ感染症の正し い知識を 普及啓発し ます。

・  地域における感染症対策の中核的機関と し て 、 感染症発生予防のための支援、

地域における 感染症情報の収集・ 分析、 専門的指導を 行う と と も に、 所内体

制の確認、 医療体制の整備を 行い感染症発生時に備えます。

・  感染症発生時は、 島民への情報提供、 相談対応、 疫学調査、 防疫対応等総合

的に対応し ます。

注６ 　 A類疾病： ジフ テリ ア、百日咳、急性灰白隨炎等人から 人に伝染するこ と による発生、まん延を予防するため、

も し く はかかっ た場合重篤になる恐れがあるこ と から 、 特に予防接種を行う 必要があると 認めら れる疾病
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注１ 　 危険ド ラ ッ グ： 覚醒剤や大麻等に化学構造を似せて合成さ れた物質などが添加さ れた物質で、「 ハーブ」「 お

香」「 アロマオイ ル」「 バスソ ルト 」 など、 危険な薬物ではないよう に偽装し て販売さ れている薬物のこ と 。

第２ 節　 医薬品等の安全確保

【 現状と 課題】

　 令和５ 年12月31日現在、 島し ょ 圏域には薬局がある島は３ 島のみで、 薬局は５ 施設あり

ます。 薬局がない島においても 、 特例販売業などの薬剤師不在の医薬品販売業者から 種類の

限ら れた一部の医薬品を購入でき ると こ ろ も あり ます。

　 し かし 、 薬局がない島や、 医療機関で薬剤師が従事し ていない場合には、 専門的な服薬指

導は行われにく いのが現状です。

　 薬局でも 、 薬局以外の医薬品販売店でも、 後継者不足が課題と なっ ており 、 将来的には医

薬品を購入でき る店舗自体の減少も 懸念さ れています。

　 こ う し た中で、 平成26年には一般用医薬品の販売規制が見直さ れ、 イ ン タ ーネッ ト を 利

用し た販売が普及し 、 誰でも 手軽に医薬品を 入手でき る方法と し て島し ょ 圏域でも 利用者が

増加し ています。 し かし 、 イ ンタ ーネッ ト が利用でき ない人や、 すぐ に医薬品を手に入れた

い場合など、 すべての人が恩恵にあずかれるわけではあり ません。

　 医薬品は、 用法・ 用量が守ら れなければ効果が期待でき ないだけでなく 、 重大な副作用が

発生する可能性があり ます。 医薬品以外にも 、 ダイ エッ ト 用健康食品や化粧品等による健康

被害も 報告さ れており 、 適正使用や副作用に関する知識の普及啓発は重要な課題と なっ てい

ます。

　 また、近年、危険ド ラ ッ グ 注１
の使用、若年層の大麻や覚醒剤、麻薬等の乱用やネッ ト 販売、

市販薬の過剰摂取（ オーバード ーズ） は、 大き な社会問題と なっ ています。 薬物乱用がも た

ら す健康への被害は計り 知れないも のがあり 、 学校等の教育現場や警察機関などでも 薬物乱

用の撲滅に向けた活動が行われています。

　 さ ら に、 一部の農薬に含まれる毒物・ 劇物についても、 適正管理や事故等の未然防止の徹

底が図ら れる必要があり ます。

　 保健所では、 医薬品に係る正確な情報を 周知し 、「 医薬品、 医療機器等の品質、 有効性及

び安全性の確保等に関する法律」 に基づく 監視を 実施し ています。 薬局・ 医薬品販売業者等

へは、 医薬品等が適正な管理のも と に販売さ れるよう に指導し ているほか、 医薬品等の事故

情報の提供に努めています。

【 施策展開の基本方針】

○ 　 医薬品及び医療機器等が適正な管理のも と に供給さ れ、 島民が安心し て使用でき る よ

う 、 薬局・ 医薬品販売業者等に対する監視指導や各種講習会等を行います。

○ 　 島民に対し て医薬品等による 健康被害の防止や適正使用を 推進するため、 正し い知識

の普及啓発を図っ ていき ます。

○　 危険ド ラ ッ グや医薬品を 含む薬物乱用の防止に向け、 普及啓発を 推進し ます。

81



第
２
部

　
第
２
章

第２ 部第２ 部 各 論

【 今後の取組】

１ 　 薬局・ 医薬品販売業者に対する計画的な監視指導

２ 　 医薬品の適正使用の普及啓発、 情報の提供

３ 　 薬物乱用防止対策の普及啓発、 情報の提供

４ 　 毒劇物の適正管理について監視指導

〈 関係機関等の取組〉

医療機関事業者

（ 薬局等）
・ 法令等に基づき 適正な管理を徹底し ます。

町 村 ・ 薬物乱用防止対策を 推進し ます。

学校、 教育委員会

警察等
・ 青少年に対し て薬物乱用防止教育を行います。

島民 ・ 薬物に対する正し い知識を 習得し 、 薬物乱用防止に取り 組みます。

保健所

・ 薬局、 医薬品販売業者等に対する監視指導を 行います。

・ 毒物劇物販売業者に対する監視指導を 行います。

・ 医薬品に関する正し い知識の啓発活動を 推進し ます。

・ 薬物乱用防止対策を 関係機関と 連携し 普及啓発を行います。

・ 地域における広報、 啓発活動への支援体制を 強化し ます。
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第３ 節　 食品の安全確保

【 現状と 課題】

１ 　 近年の食品安全行政及び島し ょ 圏域の状況

　 平成30年６ 月の食品衛生法の改正により 、 原則と し て全ての食品事業者に対し 「 HACCP

に沿っ た衛生管理」 注１ が制度化さ れまし た。

　 平成27年4月には食品表示法が施行さ れ、 令和２ 年４ 月から 完全施行と なり まし た。 更に

は「 新たな加工食品の原料原産地表示制度」 や「 く るみの食物アレ ルギーと し ての表示義務

化」 等、 表示に関する制度が目まぐ るし く 変化し ています。

　 また、近年は生活様式の変化に伴い、テイ ク アウト や宅配等を行う 事業者が増加するなど、

食品の提供形態が多様化し ています。

　 保健所は、 食品関係事業者に対する制度の周知及び最新情報の提供のため、 全ての食品取

扱事業者を対象に衛生講習会を 開催し ています。 また、 夏期には飲食店や民宿、 特産品の製

造施設等に重点的な監視指導を 実施し 、 細菌検査用のスタ ンプ培地を 用いた拭取り 検査を行

い、 事業者の自主的な衛生管理の推進を支援し ています。

　 今後も 地域の食品安全を 確保する ためには、 新たな制度や提供形態の多様化に円滑に対

応し 、「 HACCPに沿っ た衛生管理」 の導入や食品表示制度に基づいた表示作成等について、

食品関係事業者の取組を一層支援し ていく こ と が求めら れます。

２ 　 集団給食施設における食品安全の状況

　 近年、 国内の集団給食施設では、 ウエルシュ 菌やノ ロウイ ルスによ る集団食中毒が多く 、

高齢者福祉施設における腸管出血性大腸菌O157による重症化事例や死亡事例も 発生し てい

ます。

　 保健所は、 食中毒発生時に多数の患者が発生し やすい集団給食施設や、 特に食中毒症状が

重症化し やすい高齢者・ 乳幼児施設に対し 、 重点的に衛生講習会や拭取り 検査を 実施し、 衛

生管理マニュ アルの作成に助言を 行う 等、 事業者の自主的な衛生管理の推進を 支援し てい

ます。

　 今後も 重点的な監視指導を通し て事業者の自主管理を 厚く 支援し、 大規模な集団食中毒や

高齢者・ 乳幼児施設での食中毒の未然防止を図る必要があり ます。

３ 　 食品安全における健康危機管理体制

　 保健所職員が常駐し ていない島（ 利島、 式根島、 御蔵島、 青ヶ 島、 母島） において健康危

機が発生し た際には、 関係機関の協力が一層必要不可欠です。 そのため、 保健所は職員が常

駐し ていない島の町村役場及び診療所等に対し、 食中毒調査資材の保管及び配布等、 調査協

力を 依頼し ています。

注１ 　 HACCP： 食品事業者自ら が食中毒菌汚染や異物混入等の危害を 分析し 、 その危害防止につながる 重要な

工程を継続的に監視・ 記録するこ と によっ て食品の安全を確保する、 国際的に認めら れた衛生管理の手法
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指標名 現 状 目標値

食品衛生関係施設に対する監視指導率（ ％） 100％超 維持

※監視指導率（ ％）： １ 年間の監視指導数/食品衛生関係施設数

　 台風、 噴火、 地震及び津波等の多様な自然災害が発生し やすい島し ょ 圏域において、 災害

時の食中毒予防対策は一層重要です。 そのため、保健所は災害に備え「 災害時における島し ょ

保健所活動マニュ アル」 を作成し 、 適宜見直し を 行っ ています。

　 今後も 平常時から 圏域内町村等の関係機関と の連携を 密にし、 食中毒発生時や災害時にお

ける協力体制を確保するこ と が必要です。 また、 災害発生時に迅速に対応するため、 各種マ

ニュ アルの改訂を 含めた活動体制の充実が求めら れています。

【 施策展開の基本方針】

○　 食品の安全性を確保するため、 事業者の自主的な衛生管理推進を支援し ます。

○ 　 食中毒症状が重症化し やすい高齢者・ 乳幼児施設に重点的な監視指導を 実施し 、 健康

危害の発生を 未然に防止し ます。 また、 食中毒発生時には的確に対応し 、 被害の拡大防

止及び再発防止を図り ます。

○ 　 町村等と の連携によ り 、 食中毒発生時や災害時の危機管理体制を 強化すると 共に、 適

宜各種マニュ アルの見直し を 行います。

【 今後の取組】

１ 　 食品関係事業者に対する自主的な衛生管理推進への支援

２ 　 集団給食施設に対する重点的な監視指導の実施

３ 　 食品安全における健康危機管理体制の強化

【 指標】
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〈 関係機関等の取組〉

事業者

・ 衛生講習会等を 通じ て食品衛生に関する最新情報の収集に努めます。

・ HACCPに沿っ た自主的衛生管理体制の構築、衛生管理水準の向上に努めます。

・ 高齢者・ 乳幼児施設等で給食を 提供し ている 事業者は、 健康被害の未然防止

のため、 自主的衛生管理のさ ら なる充実を 図り ます。

島 民

・ 食品の安全に関する正し い知識の習得に努めます。

・ 食品の表示事項をよく 確認し 、 家庭での適切な取り 扱いに努めます。

・ 食中毒等が発生し た際には速やかに保健所に通報し 、 調査に協力し ます。

保健所

・ 町村や関係機関と 綿密に意見交換を 行う と と も に情報を 共有し 、 健康危機管

理対策の拠点と し て食品の安全確保に努めます。

・ 監視指導や衛生講習会を 通じ て、 適正表示やHACCPに沿っ た衛生管理導入・

定着に向けた事業者の取組を 支援し ます。

・ 衛生講習会や拭取り 検査を 実施し 、 高齢者・ 乳幼児施設等を 含めた事業者の

自主的衛生管理推進を 支援し ます。

・ ホームページや情報誌等を 通じ て、 食品安全に関する普及啓発を行います。

・ 食中毒予防に係る「 災害時における島し ょ 保健所活動マニュ アル」を 再点検し 、

自然災害発生時の食品安全における健康.危機管理体制の強化を 図り ます。
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第４ 節　 生活環境対策

【 現状と 課題】

１ 　 生活衛生関係施設の衛生確保

　 生活衛生関係施設（ 理容所、 美容所、 ク リ ーニング所、 旅館、 公衆浴場、 温泉利用施設等）

は、島民生活に深く 関わっ ています。 また、島し ょ 圏域では観光が重要な産業の一つであり 、

旅館業施設や公衆浴場施設等は多く の観光客が利用し ています。

　 島民や観光客等の安全・ 衛生を守るためにはこ れら の施設の適切な衛生管理が重要です。

　 島し ょ 圏域では、 生活衛生関係施設の半数を 占める旅館業施設をはじ め、 多く の施設が小

規模・ 個人経営であり 、 衛生管理水準の維持・ 向上への継続し た取組が必要です。

２ 　 レ ジオネラ 症予防対策

　 レ ジオネラ 症は、 レ ジオネラ 属菌を含むエアロゾル等を吸入し て起こ る四類感染症で、 高

齢者など抵抗力の弱い人ほど感染し やすいこ と が知ら れています。 東京都においては、 新型

コ ロナウイ ルス感染症蔓延期に患者発生報告数が減少し まし たが、 令和５ 年には再び報告数

が増加し まし た。

　 レ ジオネラ 属菌は循環設備・ 貯湯設備のある入浴設備等において繁殖し やすいこ と が知ら

れており 、 レジオネラ 症予防対策と し て、 こ れら の設備のある旅館業施設や公衆浴場施設等

では、 施設に応じ た適切な衛生管理の徹底が求めら れています。

総 数 大島 三宅 八丈 小笠原

環境衛生関係施設数 1,023 519 114 268 122

旅館業施設数（ 再掲）  559 313  52  92 102

〈 島し ょ 保健所各出張所における環境衛生関係施設数（ 令和４ 年度末）〉

〈 東京都におけるレジオネラ 症患者報告数〉
20 0

16 0

12 0

8 0

4 0

0

患
者
報
告
数

2004 2007 2010 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

資料：「 東京都感染症発生動向調査事業報告書」 東京都保健医療局
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３ 　 飲料水の安全確保

　 安全で衛生的な飲料水の供給は町村の重要な事業である一方、 一旦飲料水を 貯水槽へ貯め

てから 給水を 行う 貯水槽水道施設（ 専用水道施設、 簡易専用水道施設及び小規模貯水槽水道

施設等） については、 施設設置者が衛生的な飲料水を 供給するこ と が求めら れています。

　 貯水槽水道施設では貯水槽の定期的な清掃・ 点検等が必要ですが、 島し ょ 圏域においては

貯水槽清掃や水質検査を行う 専門の業者が少ないなど管理が難し い状況があり ます。

４ 　 衛生害虫対策

　 島し ょ 圏域は温帯から 亜熱帯に位置し 温暖多雨な海洋性気候であるこ と、 また住宅周囲に

も 豊かな自然があるこ と などから、 感染症媒介蚊であるヒ ト スジシマカ などのヤブカ 類が非

常に発生・ 繁殖し やすい環境です。 また、 屋外性のダニ（ ツツガムシ） が媒介するつつが虫

病や、 住宅でのネズミ に関する相談なども 報告さ れています。

　 新型コ ロ ナウイ ルス感染症の感染症法五類移行後の外国人を 含む観光客等の増加により 、

ト コ ジラ ミ 等島外から 持ち込まれる衛生害虫等対策にも 留意する必要があり ます。

【 施策展開の基本方針】

○ 　 生活衛生関係施設及び貯水槽水道施設等への監視指導、 理化学検査・ 細菌検査等の行

政検査、 普及啓発等の施策を通じ 、 事業者による施設の衛生水準の維持・ 向上を推進し 、

島し ょ 圏域における島民及び観光客等の安全・ 衛生に寄与し ます。

【 今後の取組】

１ 　 生活衛生関係施設に対する監視指導

２ 　 循環式浴槽等の設備を 持つ施設に対するレ ジオネラ 属菌の行政検査

３ 　 貯水槽水道施設に対する監視指導及び報告徴収。 水道事業者から の報告徴収

４ 　 衛生害虫等に関する相談対応及び島民・ 事業者への普及啓発

【 指標】

指標名 現 状 目標値

レ ジオネラ 属菌行政検査実施率 100％ 維持

※行政検査実施率（ ％）： １ 年毎の検査実施施設数/対象施設数
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〈 関係機関等の取組〉

事業者

・  生活衛生関係施設の事業者は、 自ら の施設が島し ょ 振興の一翼を 担っ ている

こ と を 認識し 、 衛生水準の維持・ 向上を 図り ます。

・  循環式浴槽等の設備を 持つ事業者は、 レ ジオネラ 症の発生予防に向けた施設・

設備の維持管理や保健所への報告を 行います。

・  貯水槽水道施設設置者は、 施設の定期的な清掃・ 点検等を 通じ て適正な管理

に努め、 安全で衛生的な飲料水を 提供し ます。

・ 講習会等を通じ 環境衛生に関する最新情報の収集に努めます。

島 民 ・ 衛生害虫等に関する正し い知識の習得及び環境対策に努めます。

保健所

・  生活衛生関係施設に対し 、 業態に応じ た監視指導を 実施し ます。 また検査結

果等に基づき 、 衛生管理の指導・ 助言を 行います。

・  レ ジオネラ 属菌の行政検査及び循環式浴槽等維持管理状況報告書の報告等に

基づき 、 施設ごと の衛生管理方法を 指導・ 助言し ます。

・  水道事務月報の報告を 徴収し ます。また、貯水槽水道施設への監視指導や清掃・

点検状況報告を 求め、 衛生確保に取り 組みます。

・  保健所だより や講習会等を 通じ 、 衛生害虫等に関する情報を普及啓発し ます。

また、 町村による衛生害虫等への対策を 支援し ます。

88



第
２
部

　
第
２
章

各 論 第２ 部

第５ 節　 動物愛護と 管理

【 現状と 課題】

１ 　 狂犬病予防

　 現在、 狂犬病の国内発生はあり ませんが、 海外では毎年約６ 万人が死亡し ています。 平成

25年には、 50年以上発生のなかっ た台湾においても 野生動物と 犬に狂犬病が確認さ れ、 ま

た令和２ 年にはフ ィ リ ピンから の入国者の輸入感染例が報告さ れており、 日本への侵入と ま

ん延の防止を 強化し ていく 必要があり ます。

　 犬の登録が一生涯に１ 回と なっ た平成７ 年度以降、 島し ょ 圏域においては令和４ 年度登

録数814頭、 注射頭数575頭と 、 と も に減少傾向であり 、 注射実施率は東京都全体と 同程度

の70.6％と なっ ています。 狂犬病発生時には犬の所在地等に関する情報が重要と なる ため、

飼い主は登録及び注射と と も に届出を 適正に行い、 町村は狂犬病予防の普及啓発、 指導及び

登録原簿の適正な管理が必要です。

２ 　 動物に関する苦情及び子猫の引取り

　 動物に関する 苦情受理件数は、 過去５ 年間、 東京都全体では年間8,000件前後で横ばい

であるのに対し 、 島し ょ 圏域では平成29年度から 令和元年度にかけて一時減少し たも のの、

それ以降は100件程度と 横ばい傾向と なっ ています。 苦情の内容は、 犬では放し 飼い、 ふん

の放置等の基本的なマナー違反が多く 、猫では ｢飼い主のいない猫｣ への無責任なエサやり 、

ふん尿に関する苦情が多数を占めています。 各町村と も 、 犬より 猫に関する苦情が多く 、 適

正飼養推進のための普及啓発が必要な状況です。

区 分
平成28年度 令和４ 年度

期末登録頭数 注射頭数 実施率 期末登録頭数 注射頭数 実施率

東京都 519 ,417 380 ,397 73 .2% 543 ,727 379 ,907 69 .9%

島し ょ 1 ,201 999 83 .2% 814 575 70 .6%

資料： ｢狂犬病予防・ 動物管理関係報告｣ 東京都保健医療局

※注射後の転居や死亡等の届出により 登録原簿から 削除さ れた犬は、 期末登録頭数に含まれないため、 実施率が100% を超え

るこ と がある

区 分 平成30年度 令和元年度 令和２ 年度 令和３ 年度 令和４ 年度

東京都 9,262 7 ,882 9 ,314 8 ,499 8 ,185

島し ょ 44 66 91 137 112

資料： ｢狂犬病予防・ 動物管理関係報告｣ 東京都保健医療局

〈 犬の登録頭数、 狂犬病予防注射頭数及び実施率の推移〉

〈 動物に関する苦情受理件数の推移（ 件）〉
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　 島し ょ 保健所における適正飼養の普及啓発や、 東京都の医療保健政策区市町村包括補助事

業を 利用し た不妊去勢手術を推進するなどの ｢飼い主のいない猫｣ 対策が進めら れたためと

思われますが、 拾得者から の島し ょ 保健所への猫の収容・ 引取り 数は、 平成29年度は16匹、

令和４ 年度３ 匹、 令和５ 年度０ 匹と 減少し まし た。

　 今後も 、 不適正な飼養や無責任な餌やり による 生活環境の悪化等の問題発生を 防ぐ ため、

適正飼養に係る 普及啓発の強化や、「 飼い主のいない猫」 対策のさ ら なる 推進が求めら れ

ています。 なお、 小笠原村では、 平成29年度から 村や環境省、 林野庁、 東京都獣医師会、

NPO法人で構成さ れた ｢おがさ わら 人と ペッ ト と 野生動物が共存する 島づく り 協議会｣ が

運営する動物対処室において、 ｢飼い主のいない猫｣ 対策を 始め、 令和３ 年度から は「 小笠

原村愛玩動物の適正な飼養及び管理に関する条例」 を施行するなど、 こ れまでより も 一歩進

んだ新たな取組も なさ れています。

３ 　 動物由来感染症と 災害発生時の対策

　 狂犬病以外の動物由来感染症においても、 島し ょ 圏域で大き な問題と なるよう な発生事例

はほと んどあり ませんが、近年、重症熱性血小板減少症候群（ SFTS） やコ リ ネバク テリ ウム・

ウルセラ ンス感染症等身近なペッ ト に起因する事例が国内で新たに報告さ れており、 注意が

必要です。 また、 鳥イ ンフ ルエンザの発生に備え、 その対応に必要な体制の整備が求めら れ

ます。

　 島し ょ 圏域では、 台風や噴火、 地震、 津波等の多様な自然災害が発生し やすく 、 災害時に

は、 人と 共に多く の動物が被災し 、 長期の避難生活を 余儀なく さ れるこ と も あり ます。 し か

し 、 都の調査では犬及び猫用の災害発生時の備えを し ていない飼い主の割合は４ 割強に上っ

ています（ 平成29年度 東京都における 犬及び猫の飼育実態調査）。 そのため、 飼い主自身

が自分のペッ ト に必要な資材を 普段から 備蓄するよう に普及啓発するほか、 町村の地域防災

計画に同行避難を 想定し たペッ ト の災害対策を 盛り 込むなど、 平常時から 万全の対策を講じ

ておく 必要があり ます。

【 施策展開の基本方針】

○ 　 狂犬病の発生に対する備えや動物の不適切な飼い方による ト ラ ブルを 未然に防ぐ ため

に、 犬の登録及び狂犬病予防注射の確実な実施と 適正飼養の普及啓発を 強化し ます。

○ 　 猫の飼養三原則（「 屋内飼養の推奨」「 不妊去勢手術の実施」「 個体標識の装着」） の徹

底を 図る ため、 様々な手法による 普及啓発を 行う と と も に、 地域に根差し た「 飼い主の

いない猫」 対策が進むよう 、 町村を 支援し ます。

○ 　 災害時のペッ ト 対策について普及啓発を 行い、 島民の意識向上を 図り ます。

○ 　 感染リ スク が増加し ている動物由来感染症への的確な対応や、 災害発生を 想定し た対

策を 充実し 、 島民と 動物の安全確保を 図り ます。
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【 今後の取組】

１ 　 ペッ ト の適正飼養の普及啓発や ｢飼い主のいない猫｣ 対策に係る取組の拡充

２ 　 動物由来感染症や災害発生時の的確な対応

【 指標】

指標名 現 状 目標値

適正飼養に関する普及啓発数※ 各出張所・ 支所で年1回以上実施 維持

※イ ベント 、 動物教室、 講習会、 広報誌及び狂犬病予防定期集合注射同行時における普及啓発数の合計

〈 関係機関等の取組〉

事業者

・  犬の登録及び狂犬病予防注射が確実に行われる よ う 、 未注射犬の飼い主に対

する督促を含めた指導と と も に登録原簿を 適正に管理し ます。

・  保健所と 連携し 、 適正飼養の普及啓発を 行う と と も に、 猫の不妊去勢手術費

用の助成制度やボラ ンティ アの活用など地域特性を踏まえた取組により 、 ｢飼

い主のいない猫｣ 対策を推進し ます。

・  災害発生時に備え、 避難所における 飼養場所の設定、 資材の確保等、 ペッ ト

の同行避難受入体制を 整備し ます。

島 民

・  飼い主は、 法令を 遵守し 、 動物の生態、 習性、 生理に応じ 、 動物を その終生

にわたり 適正に飼養する責務を果たし ます。

・  犬の飼い主は、 狂犬病予防法に基づき 、 登録及び狂犬病予防注射を 確実に実

施し ます。

・  ｢飼い主のいない猫｣ 対策についての取組に理解を深めます。

・  災害発生時に備え、平時から ペッ ト の防災用品備蓄や、身元表示（ マイ ク ロチッ

プ装着を 含む）、 避難方法の確認等を行います。

保健所

・  保健所だよ り やパン フ レ ッ ト 等によ る 広報及び飼い主への個別指導を 通じ た

狂犬病や適正飼養の普及啓発を 行い、 町村と 協力し て犬の登録及び狂犬病予

防注射の実施率の向上を図り ます。

・  東京都が作成し た『 ｢飼い主のいない猫｣ と の共生を めざす街ガイ ド ブッ ク 』

等を活用し 、 地域の ｢飼い主のいない猫｣ 対策に係る取組を 支援し ます。

・  医療保健政策区市町村包括補助事業により 、町村が実施する事業を支援し ます。

・  災害時には、 飼い主自ら の対応が不可欠であり 、 平常時から 災害に備える こ

と の重要性を 普及啓発し ます。

・  狂犬病を はじ めと する 動物由来感染症発生時に備え、 関係機関や町村等と の

連携体制を 強化し ていき ます。 また、 発生時には、 動物由来感染症マニュ ア

ルや狂犬病発生時対応マニュ アルによ り 、 動物愛護相談セン タ ー等の関係機

関と 連携し 、管内の発生状況の調査･把握を実施し て被害の拡大を 防止し ます。
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第６ 節　 災害時の保健医療対策

【 現状と 課題】

１ 　 島し ょ 圏域における 災害

　 島し ょ 圏域は、 四方を 海で囲まれ、 火山も 多いこ と から 、 さ まざまな自然災害のリ スク を

抱えています。

♦ 　 火山災害

　 東京都の火山はすべて島し ょ 圏域にあり 、 住民が居住し ている ８ つの火山島（ 大島、 利

島、 新島、 神津島、 三宅島、 御蔵島、 八丈島、 青ヶ 島） のう ち特に活発に活動し ているのは

大島と 三宅島です。 平成28年４ 月には伊豆諸島の６ 火山（ 伊豆大島、新島、神津島、三宅島、

八丈島及び青ヶ 島） ごと に、 火山防災協議会が設置さ れ、 火山避難計画、 ハザード マッ プ、

噴火警戒レベルリ ーフ レッ ト 等について協議さ れています。

♦ 　 地震・ 津波

　 東京都は令和４ 年５ 月に、 南海ト ラ フ 巨大地震も 含め、 新たな東京の被害想定を 公表し ま

し た。 こ れによ れば島し ょ 圏域は震度5強以下ですが、 津波による被害が大き く 、 最大の津

波の高さ は式根島で27 .83ｍ、 到達時間は13分程度と 予想さ れ、 島し ょ 圏域における人的被

害は最大で約1,000人と 推定さ れまし た。 　

　 各町村においても 避難計画を 策定すると と も に、 津波避難施設の設置や津波避難訓練を 実

施するなどの津波対策の強化が図ら れています。

♦ 　 台風・ 土砂災害

　 島し ょ 圏域では関東地方より も 台風接近の年平均回数が多く 、 海上のため勢力が強く 、 ス

ピード は遅いため、風水被害のリ スク があり ます。台風による大雨や地震などが引き 金になっ

て、 また、 火山の噴火などによる土砂災害にも 注意が必要です。

　 災害発生時には、 本土から の人員及び物資の輸送手段が限ら れ、 物流が途絶するなど、 孤

立するおそれがあり 、 ラ イ フ ラ イ ンが被災し た場合、 復旧までに長期間を 要するおそれがあ

り ます。 そのため、災害対策は非常に重要であり 、平常時から の確実な備えが求めら れます。

２ 　 災害時の保健医療対策の充実

　 都及び各区市町村は、 東京都地域防災計画及び各区市町村ごと の地域防災計画をそれぞれ

策定し 、 都、 区市町村、 防災機関、 事業者、 地域の防災組織及び都民がその持てる能力を 発

揮し 、 連携を 図り ながら 、 災害の予防対策、 応急・ 復旧対策及び震災復興を 実施するこ と と

なっ ています。

　 保健医療分野においては、 医療体制の確保、 避難所の立ち上げ及び衛生管理、 避難者の健

康管理などが災害対策の要と なっ ており 、 災害発生時に適時的確にそれぞれの役割を 果たす
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こ と ができ るよう 、 平常時から 備えておく こ と が重要になっ てき ます。

　 また、 令和３ 年に改正さ れた災害対策基本法において、 災害時に大き な被害を受ける可能

性が高い障害者や高齢者などの避難行動要支援者について避難支援等を実施するための計画

（ 個別避難計画） の作成が市町村長の努力義務と さ れ、 島し ょ 各町村は「 誰一人取り 残さ れ

ない」 災害対策へ向けた取組を 進めています。

　 島し ょ 保健所各出張所は、 災害時における保健所活動マニュ アルに基づき、 保健活動、 保

健栄養活動、 医療救護活動の調整・ 協力、 受援体制の構築、 食品の安全確保、 環境衛生の確

保、 動物の保護等を 行いますが、 同時に東京都災害対策本部地方隊の傘下組織と し て管内の

災害対応に組織的に取り 組む必要があり ます。

　 防災力の向上を 目指すためには、 日頃から 保健所、 支庁、 町村、 その他の関係機関等が連

携し て災害訓練、 関係者会議、 災害に関する研修等を 実施するなど、 様々な機会を 捉えて、

災害発生時に実効性のある活動を行う こ と ができ るよう 準備するこ と が必要です。 また、 遠

隔離島であるこ と を 踏まえ、「 自ら の生命は自ら 守る 」 ために、 自助による 島民の防災意識

の向上や、 事業者・ 自治会・ 消防団等の地域の団体によ る共助の推進も 重要です。 さ ら に、

平常時から 、 関係者がより 良い関係を 構築し 、 発生時への連携に備えるこ と が大切です。

【 施策展開の基本方針】

○ 　 災害発生時に迅速かつ適切に対応でき る よう 、 防災訓練等を 通じ て平常時から 関係機

関と の連携を 強化すると と も に、 その実効性を 検証し 、 各種計画等の見直し ・ 充実を 図

り ます。

○ 　 災害発生時の島内における保健医療に関する情報を 正確に把握し 、 島外（ 内地） の諸

機関と の情報共有や応援依頼を 円滑に進めるため、 連絡・ 連携体制について確認・ 推進

し ます。

○ 　 災害発生時には、 限ら れた資源の下で、 島民の生命と 健康の安全・ 安心を 最大限に確

保し ます。

【 今後の取組】

１ 　 災害発生時における保健活動を迅速かつ適切に行う ための活動体制を 整備

２ 　 人的被害を最小にするための島内外の関係機関と の連携体制の整備

【 指標】

指標名 現 状 目標値

防災対策訓練・ 研修等の実施 ２ 出張所９ 町村で実施 ４ 出張所９ 町村で年1回以上実施
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〈 関係機関等の取組〉

町 村

【 平時の取組】

・  初動期における 医療救護体制確保のため、 被災状況把握の体制づく り と と も

に、 高齢者や障害者など要配慮者を 把握（ 避難行動要支援者名簿・ 個別避難

計画の作成など） し 、 情報連絡体制を整備し ます。

・  医療救護所では対応でき ない被災者について災害発生時でも 、 迅速に移送す

るための島内関係機関による救急搬送連絡体制を 整備し ます。

・  防災計画の見直し を 行う と と も に避難訓練を実施し ます。

・  訓練を 通し て災害時対応マニュ アルなどを 見直し 、 活動体制の充実・ 強化を

図り ます。

【 災害発生時の取組】

・  要配慮者（ 避難行動要支援者） への支援を 適切に行います。

・  避難所で の生活が困難な 要配慮者を 受け入れる ための福祉避難所を 設置し

ます。

・  災害によ り 緊急を 要する 傷病者に対応する ための医療救護所を 設置し 、 医療

救護活動を円滑に行います。

・  避難所における 健康相談、 感染症の予防対策等、 避難者の健康管理等の保健

活動を 行います。

医療機関

【 平時の取組】

・  町村の防災計画に定めた災害時の医療提供体制の確保について、 シミ ュ レ ー

ショ ンを 行っ た上で、 必要な整備や調整を 進めます。

・  災害時に適切な傷病者対応ができ る よ う 、 訓練や研修受講等によ り 、 危機対

応力の向上に努めます。

【 災害発生時の取組】

・  町村の対策本部、 また町村の災害医療コ ーディ ネータ ーの指示のも と 、 適切

な傷病者対応を 行います。

島 民

【 平時の取組】

・  「 自ら の身の安全は自ら が守る」 と いう 自助の考えを 防災の基本と し 、 日頃か

ら 自主的に防災意識を 養い、 災害に備えます。

・  災害発生時に物資等の供給が途絶する こ と を 想定し 、 食料、 飲料水及び生活

必需品等の日常備蓄を 確保するよう 努めます。

・  平時から 要配慮者と と も に避難訓練に参加し ます。

【 災害発生時の取組】

・  「 地域は自分たちで守る」 と いう 共助・ 互助の観点に立ち 、 災害発生時には地

域住民相互で協力し 、 被害の拡大防止に努めます。

・  災害発生時には自ら 避難行動をと ると と も に、 要配慮者を支援し ます。

94



第
２
部

　
第
２
章

各 論 第２ 部

保健所

【 平時の取組】

・  災害時における 保健所活動マニュ アルなどを 適時適切に見直すと と も に、 災

害対策のための訓練や研修を 実施するなど、活動体制の充実・ 強化を 図り ます。

【 災害発生時の取組】

・  災害発生時は町村や関係機関と 連携し 、 被害状況等の情報収集・ 提供、 医療

救護やDHEAT注１ を 含む公衆衛生専門チームの受入れ・ 調整、 避難行動要支

援者への対応を 行います。

・  避難施設等を 巡回し 、健康ニーズ及び課題を把握し 、健康相談等を 支援し ます。

・  感染症の発生・ 拡大防止のための防疫対応や、 避難所における 生活環境改善

に向けた支援を 行います。

・  食品の安全確保のために食品衛生指導班を 編成する と と も に、 動物の保護や

受入れに関する相談等に対応し ます。

注１ 　  災害時健康危機管理支援チーム（ DHEAT）： 自然災害に伴う 重大な健康危機が発生し た場合に、 被災自治

体の指揮調整機能を支援する 体制を 強化する ために派遣さ れる、 国が体制検討や人員養成を 進めている 支

援チームであり 、 公衆衛生医師、 保健師、 薬剤師、 獣医師、 管理栄養士、 精神保健福祉士、 臨床心理技術者、

環境衛生監視員、 食品衛生監視員等から なる。
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備蓄食料品（ 非常食） のアレ ンジレ シピ（ 大島町）

　 災害はいつどこ で起こ るかわから ない、 そし て災害が起き た時、 ラ イ フ ラ イ ンが

復旧するまで時間を 要し 、 長期の避難生活を余儀なく さ れる場合は、 食料の確保も

困難と なり ます。

　 非常食は防災対策に役立つ食料であり 、 保存食と 組み合わせて食事の工夫（ アレ

ンジ） をするこ と で献立の幅が広がり 、 より おいし く 食べるこ と ができ ます。

　 そこ で福祉けんこ う 課では、大島町栄養士会の監修を受け、アレ ンジレシピ（「 お

いし く 食べよう 非常食」） を 作成し まし た。 おいし い食事は災害時の避難生活から

受ける心身のスト レ スを やわら げ、 身体の免疫力を高めるこ と に繋がり ます。

　 大島町では昭和61年の三原山大噴火の経験から、11月21日を「 大島町防災の日」

と 制定し ています。 令和５ 年11月には島内の防災関係機関と と も に防災特別イ ベ

ント を 実施し 、 その中で「 アレンジレ シピ」 の紹介と 実際にアレンジを し た非常食

を 提供し まし た。 今後も 非常食と 家庭にある保存食等で、 何より 簡単に作れるレ シ

ピの考案を 継続し 、 公表し ていく 予定です。
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災害時保健活動と 災害などに備えた

家庭内食料備蓄の普及啓発事業（ 新島村）

　 新島村では、 令和２ 年４ 月から 島し ょ 保健所の協力を 得て、 災害時の村保健師の

役割や体制、 行動等についての勉強会を 継続実施し ており ます。 その一環と し て、

役場の防災担当や避難所対応の職員を 対象にし たHUG 注１ 、 式根島で実施し た式根

島の全職員によ るHUG、 保健師チームによ る 避難所での健康相談訓練などを 実施

し てき まし た。

　 令和５ 年度、保健師が中心と なっ て作成し た「 新島村災害時保健活動マニュ アル」

が完成し まし た。 今後はこ のマニュ アルを使用し た課内訓練、 他課と の連携体制の

強化等、 災害時の体制づく り をさ ら に進めていき ます。

　 また、 栄養分野では、 令和５ 年度に年間を と おし て、 災害などに備えた家庭内食

料備蓄の普及啓発事業を 実施し まし た。

　 まず、 村内の小学校から 高校、 公共施設などに、 ポスタ ー掲示を 行いまし た。

災害や長期間に船の欠航が続いた時、 国内他地域の過去の事例調査結果から 不足し

やすい栄養が何か、 不足すると どう 身体に影響するのか、 不足し ないよう にどんな

食料を 備えればよいのか、 など「 ちょ っ と 栄養のこ と を 考えた」 食料の家庭内備蓄

を 勧める内容にし まし た。 また、 食育授業では、 不足し やすい栄養が手軽に作れる

方法の紹介や実習を 行いまし た。

　 さ ら に、 健康講話では、 例えば血圧コ ント ロールが必要な方は塩分量に配慮し た

り 、血糖値を急激に上げたく ない方は食物繊維が摂れる食品を 意識し て備えるなど、

個々の健康状態に合わせた家庭内食料備蓄が望まし い、 と 啓発し まし た。

こ れら の活動を まと めた食育ク リ アフ ァ イ ルを作成し、 令和６ 年３ 月に全戸配布を

行い、 住民の災害を 意識し た家庭内食料備蓄の意識向上に努めています。

注１ 　  HUG： 避難所（ hinanzyo） 運営（ unnei） ゲーム（ game） の略称
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災害時炊き 出し 献立の協働作成について

（ 大島町、 新島村、 神津島村、 三宅村、 八丈町）

　 大き な災害が発生し 、 自衛隊の炊き 出し 支援を 受ける場合、 献立は自治体が用意

する こ と になっ ていますが、 全国的にも 献立を 用意し ている 自治体は1割以下で、

都内島し ょ 地域においても 、 令和4年時点で献立を 作成し ている 自治体があり ませ

んでし た。 そこ で、行政栄養士が配置さ れている自治体（ 大島町、新島村、神津島村、

三宅村、 八丈町） が令和5年度から 2 ヶ 年計画で、 協働で献立作成を 行っ ています。

　 離島特有の食品アク セスの不便さ 故、 船の欠航が続いた場合でも 対応でき る献立

の作成に苦戦し ており ますが、 代替の食品でも 作り やすい柔軟性を も ち、 保存性が

高い食材や明日葉やさ つま芋など、 島で手に入り やすい食材を活用し た献立の作成

を 目指し ています。
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